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第 1 地域包括支援センター運営体制 

 【令和 5 年(2023 年）4 月 1 日から令和 6 年(2024 年)3 月 31 日まで】 
 
 【谷田部西地域包括支援センター職員配置状況】令和 5 年(2023 年)4 月 1 日時点 

職 種 常勤専従 非常勤専従 
社会福祉士 1 1 

主任介護支援専門員 1 0 
保健師（または看護師） 1 0 

 
 【令和 5 年度(2023 年度)担当圏域】 
  谷田部西圏域（谷田部中学校区、高山中学校区、みどりの学園義務教育学校区） 
 
  【参考】谷田部西圏域の高齢者の概況（令和 5 年(2023 年)4 月 1 日現在） 

日常生活圏域 高齢者人口 高齢化率 認定者数 認定率 
谷田部西圏域 7,961 人 15.89％ 1,350 人 16.96％ 
つくば市 48,460 人 19.21% 7,895 人 16.29％ 

 
   谷田部西圏域の地域住民を対象として、心身の健康の保持及び生活の安定のため

の必要な援助を包括的に行い、住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよ

うに、職員の力量の向上に努め、また市の指導・支援を受けながら事業を実施す

る。 
圏域の特性として、歴史ある商業・農業等を中心とした地区や複数の団地やつく

ば TX みどりの駅、万博記念公園駅周辺の開発地区等それぞれの地区の特徴がみ

られる。子育て世代の移住人口が増えている一方で、世代間交流が希薄になって

いる。高齢者の生活実態が変化し、その中で支援の必要性のある高齢者が増加す

ることが考えられる。 
 

第 2 業務実施内容 
１ 包括的支援事業（谷田部西地域包括支援センターの運営） 

（1）総合相談支援業務 
ア 地域におけるネットワークの構築【重点項目】 

   ・日常の相談業務でのセンター独自のチラシ配布、民生委員児童委員連絡協議会  
等への参加、地域の関係機関への訪問等、積極的に広報活動を行い、谷田部西

地域包括支援センター（以下、センター）の周知に努める。 
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・谷田部西圏域ケア会議での事例検討を通して、地域の関係者、関係機関と連携

を図る。 
・地域の社会資源の情報把握に努め、市作成の資料を職員間で共有し、適切な情

報提供を行う。 
 
イ 実態把握 

・市から依頼のあった国保データベース（KDB）システムに基づく実態把握や

支援を必要とする高齢者の把握及び支援を行う。 
・日々の相談活動、関係機関、地域の関係者等と協働して、新たな対象者を含め

必要な実態把握を行う。 
   

ウ 総合相談支援【重点項目】 
   ・3 職種の専門性を活かし、迅速・適切な対応ができるよう配慮して総合相談支

援を行う。 
・市の関係課と連携体制を構築する。 

   ・市とケース共有会議を行うことで圏域の課題等共有する。 
   ・総合相談の実践力向上に努める。 
 
（2） 権利擁護業務 

ア 成年後見制度の利用促進 
・事業所内にパンフレットを置き、地域住民に啓発・利用促進に努める。相談活

動において利用の必要があると考えられる地域住民またはその親族等に対し

て、パンフレットを活用し説明を行い、つくば成年後見センター等関係機関

と連携を図る。 
   

イ 高齢者虐待への対応 
   ・つくば市高齢者虐待防止マニュアルに基づき、速やかに状況把握を行い、市と

連携を図り、適切な対応を行う。 
・市の作成するポスターの掲示、パンフレットの活用等により、啓発を行い、予

防や早期発見につなげる。 
・つくば市虐待防止ネットワーク実務者会議、権利擁護研修会へ参加し、 
対応業務の質の向上や関係機関等との連携強化を行う。 
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ウ 消費者被害の防止 
・国民生活センターの情報などに留意して、消費者被害の予防に努める。 
・地域の関係者等からの情報収集に努め、被害が疑われる事例を発見した場合 

には消費者生活センターと連携して問題解決を図る。 
 
（3） 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

ア 包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築 
   ・谷田部西圏域ケア会議を開催し、その中で介護支援専門員、地域の関係機関と

の連携を図る。 
   ・介護支援専門員が介護保険サービス以外のインフォーマルな社会資源を活用

できるように情報の把握・提供に努める。 
 
  イ 地域における介護支援専門員のネットワークの活用 
   ・つくばケアマネジャー連絡会に参加協力をし、連携を図る。 
 
  ウ 日常的な個別指導・相談 

・介護支援専門員に対して個別相談の対応や、居宅サービス計画作成、ケアマネ

ジメント過程における課題等の相談助言等の支援を行う。 
 

  エ 困難事例等の相談・助言 
   ・支援困難事例について、各専門職や関係機関等と連携して具体的な支 

援方針を検討し、介護支援専門員に助言し、ケースにより協働して対 
応する。 

 
 
 2 包括的支援事業（社会保障充実分） 
（1） 在宅医療・介護連携推進事業への協力 

・地域住民、地域の医療、介護関係者から相談を受けつけ、連携の調整や社会

資源の紹介を行う。 
・市が作成する「ハートページ」、「在宅医療と介護のサービスマップ」「高齢者

地域包括ケアのためのミニ知識 2022」「多職種連携のためのツール」「わたし

の生き方ノート（エンディングノート）」等を有効に活用する。 
・市が主催する会議や研修会、講演会等に参加し、連携の強化に努める。 
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（2） 生活支援体制整備事業への協力 
・生活支援体制整備事業関連の会議に参加協力する。また、生活支援コーディ

ネーターとの連携・協力に努める。 
 

（3） 認知症総合支援事業への協力 
・認知症サポーター養成講座の開催協力、キャラバンメイト連絡会への参加、

認知症カフェへの参加協力を行う。 
・認知症ケアパスの普及や認知症初期集中支援チームと連携して早期発見、   

早期治療が行えるように協力して支援する。 
・認知症地域支援推進員を配置し、市、委託センターと連携を強化して認知症

施策に取り組む体制を構築する。 
 

（4） 地域ケア会議推進事業への協力 
 ア つくば市地域ケア会議 
  ・市が主催するつくば市地域ケア会議に参加協力する。 

   イ 谷田部西圏域別ケア会議 
    ・市の支援のもと、3 か月ごとに開催し、介護支援専門員、関係機関等とのネ

ットワークの構築を図ります。また、地域課題の発見、課題解決に取り組む。 
   ウ 自立支援型個別ケア会議 
    ・つくば市自立支援型ケア会議に圏域の対象者がいる場合、随時参加し、要支

援者等の生活行為等を明確にし、状態改善・自立支援・重度化予防及び生活

の質の向上につながるよう支援する。 
 

3 総合事業 
（1） 介護予防・生活支援サービス事業への協力 

ア 介護予防ケアマネジメント事業（第 1 号介護予防支援事業） 
要支援者（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予 

防支援を受けている者を除く）及び日常生活支援総合事業対象者に対して、

介護予防及び日常生活支援を目的として、心身の状況や環境等に応じて、高

齢者本人の選択に基づき、介護予防や生活支援サービス事業等が包括的かつ

効率的に提供されるよう必要な援助を行う。 
 

（2） 一般介護予防支援事業等への協力 
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ア 介護予防把握事業 
市で国保データベース（KDB）システム等から抽出した谷田部西圏域内の支

援が必要な高齢者を把握し、市と連携しながら訪問等による相談支援や介護

予防事業へのつなぎ等を行う。 
 

   イ 一般介護予防事業【重点項目】 
   ・総合相談の内容に応じて、介護予防についての普及啓発に努める。 

・地域住民の要望を把握し、介護予防の普及啓発に資する出前講座を実施する。 
  
 ４ 指定介護予防支援事業 

介護保険における予防給付の対象となるよう要支援認定者及び基本チェック

リストによる事業対象者が、介護予防サービス等の適切な利用等を行うことが

できるよう、その心身の状態、その置かれている環境等を勘案し、介護予防サ

ービス計画を作成するとともに、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護

予防サービス等の提供が確保されるよう、関係機関との連絡調整を行います。 



 
 

 

 

 

 

令和５年度（2023 年度） 

 

茎崎地域包括支援センター 

 

事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
社会福祉法人 つくば市社会福祉協議会 

資料４－７ 
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第１ 地域包括支援センター運営体制 
【令和５年(2023 年)４月１日から令和６年(2024 年)３月 31 日まで】 

茎崎地域包括支援センター（委託） 

 

【茎崎地域包括支援センター職員配置状況】令和５年(2023 年)４月１日時点 

職 種 職 員 

社会福祉士 ２ 

経験のある看護師 １ 

主任介護支援専門員 １ 

介護支援専門員 １ 

合計 ５ 

 

【令和５年度(2023 年度)担当圏域】 

地域包括支援センター名称 担当圏域（中学校区） 

茎崎地域包括支援センター（委託） 茎崎中、高崎中 

 

【参考】日常生活圏域別 高齢化率 ※令和５年(2023 年)４月１日現在 

 

第２ 業務実施内容 
１ 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

（１）総合相談支援業務 

  ア 地域におけるネットワークの構築 

   ・地域包括支援センター（以下、センター）の広報活動の実施 

    相談受付や訪問時において、案内チラシを用いてセンターの役割を説明 

   ・茎崎圏域ケア会議を活用した地域の関係者、関係機関との連携強化 

   ・地域の社会資源の把握と活用 

    「高齢者の地域包括ケアのためのミニ知識」「ハートページ」「在宅医療と 

介護のサービスマップ」等を活用し、地域の関係機関とも共有 

  イ 実態把握 

   ・日々の相談等を通じて、民生委員等地域の関係者から得た情報をもとに事 

実確認等を行い、必要な支援に繋げる。 

・市が抽出し実態把握の依頼があったケースに対して、継続的な電話や訪問 

等に加え、地域関係者の協力も得ながら、適切な方法で状況確認に努める。 

  ウ 総合相談支援【重点項目】 

・配置する３専門職の特性を活かし、寄せられる相談に適切な対応ができる 

よう努める。 

   ・複合的な課題を含み、複雑化している相談に適切に対応していくために、 

地域関係者や専門職等の関係機関とのつながりや連携・協働を心掛け、必 

要な本人・家族（介護者）支援を心がけた対応を行う。 

日常生活圏

域 

総人数

(人) 

高齢者人数

(人) 

高齢化率

(％) 

認定者数

(人) 

認定率 

(％) 

茎崎地区 22,896 8,730 38.13 1,236 14.16 

市全体 252,286 48,460 19.21 7,895 16.29 
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（２）権利擁護業務 

ア 成年後見制度の利用促進【重点項目】 

・成年後見制度に関するパンフレットを活用するとともに、制度理解を深め、 

利用促進に努める。 

・市やつくば成年後見センター、法テラスなど法律専門職、権利擁護関連機 

関との連携対応に努める。 

イ 高齢者虐待への対応 

・つくば市高齢者虐待防止マニュアルに基づいた対応を行う。 

・虐待対応においては、市と連携を図り適切な対応を行う。  

・市が作成するポスターの掲示やパンフレットを活用するなど、様々な機会 

を捉えて虐待の予防に努める。 

・虐待防止ネットワーク実務者会議へ参加し、関係機関との連携強化や課題 

の共有を行う。 

ウ 消費者被害の防止 

高齢者訪問等で消費者被害が疑われる事例については、つくば市消費生活

センター等と連携し、更なる消費者被害の未然防止と相談を受けた具体的な

事案についての問題解決を図る。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

  ア 包括的・継続的なケア体制の構築 

・地域ケア会議をはじめ、個別事例の相談対応の中で、介護支援専門員との 

意見交換を密に行い、地域との連携体制が取れるように努める。 

・市が作成する「高齢者の地域包括ケアのためのミニ知識」をはじめ、生活 

支援コーディネーターとも連携して、フォーマル・インフォーマルの各種 

社会資源情報を活用し、介護支援専門員の支援に努める。 

イ 地域における介護支援専門員のネットワークの活用 

・つくばケアマネジャー連絡会に参加し、介護支援専門員を取り巻く最新の 

情報収集や現状を把握する。             

ウ 日常的な個別指導・相談 

・介護支援専門員の相談に対応するため、常に連携することを意識し、個別 

 の事例に対して同行訪問や担当者会議への出席等、適切な対応に努める。 

エ 困難事例等への指導・助言 

・介護支援専門員が抱える困難事例について、必要な各種制度や手続きの案 

内、地域の多様な支援機関と連携し、役割分担や今後の支援方針について 

の検討を行う。 

 

２ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

・市が主催する会議や研修会等へ参加し、連携の強化に努める。 

・市が作成した「多職種連携のためのツールと情報」を活用し、本人を第一

に考えた多職種連携に努める。 

・相談事例に対して、主治医との連絡調整や受診に向けた支援を行う。市が

実施する意見交換会等を通じて、医療機関とのつながりを広げ、相談体制

の充実を図る。 
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（２）生活支援体制整備事業【重点項目】 

・第１層協議体会議や第２層協議体会議（地域支えあい会議）に参加し、地 

域の状況を把握するとともに、茎崎圏域担当生活支援コーディネーターと 

随時情報を共有しながら、地域の課題抽出や個別支援に努める。 

 

（３）認知症総合支援事業 

・「オレンジカフェ in くきざき」をはじめ、キャラバンメイト役員会、圏域 

内を中心とする認知症サポーター養成講座等にも参加、協力する。 

・認知症高齢者や家族への対応として、市の事業の案内、適切な医療機関や施 

設利用、在宅での援助関係者へのつなぎ等の支援に努める。 

・認知症地域支援推進員を配置し、必要な研修等の受講と市との情報共有や 

連携に努める。 

 

（４）地域ケア会議推進事業 

ア つくば市地域ケア会議 

・市が主催する、つくば市地域ケア会議において、必要な参加協力を行なう。 

イ 茎崎圏域ケア会議 

・個別事例の検討を重ね、ケアマネジメントの実践力向上、関係機関とのネ 

ットワーク強化や地域の社会資源との連携、地域課題の把握に努める。 

  ウ クイックケア会議 

   ・早期検討が必要なケースについて、随時開催し対応を協議する。 

  エ 市が主催するその他の会議への参加 

   ・つくば市自立支援型個別ケア会議への参加 

   ・ピックアップケア会議への参加 

   ・地域課題評価会議への参加 

 

３ 指定介護予防支援事業 

・介護保険における予防給付の対象となる要支援認定者及び基本チェックリス

トによる事業対象者が、介護予防サービス等の適切な利用を行うことができる

よう支援する。その心身の状態や置かれている環境等を勘案し、介護予防サービ

ス計画を作成するとともに、当該介護予防サービス計画に基づく、指定介護予防

サービス等の提供が確保されるよう、関係機関と連絡調整等を行う。 

 

４ 総合事業 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

  ア 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

・要支援者（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護 

予防支援を受けている者を除く）及び日常生活支援総合事業対象者に対し 

て、予防や生活支援サービス事業等が包括的かつ効率的に提供されるよう 

必要な援助を行う。 

  イ 短期集中予防サービス「訪問型サービスＣ」 

   ・運動機能向上プログラム、低栄養改善・口腔機能向上プログラムが利用し 

やすいように支援する。 
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（２）一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

・ＫＤＢシステムから抽出された方の、介護予防訪問等に必要な協力を行う。 

  イ 介護予防普及啓発事業 

   ・フレイルサポート教室等を市と協働で行う。 

 


